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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成20年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成19年度

 

(自平成20年
４月１日

至平成20年
６月30日)

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

経常収益 百万円 8,541 36,978

経常利益 百万円 1,487 2,862

四半期純利益 百万円 1,028 ―

当期純利益 百万円 ― 1,696

純資産額 百万円 66,386 66,632

総資産額 百万円 1,354,8621,303,711

１株当たり純資産額 円 6,674.496,700.61

１株当たり四半期純利益
金額

円 107.71 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― 177.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益
金額

円 95.88 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

円 ― 158.49

自己資本比率 ％ 4.70 4.91

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 22,856 △16,101

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △14,965 △19,684

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △330 △666

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 40,237 32,670

従業員数 人 1,088 1,049

(注) １.当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２.１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当た

り情報」に記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第1四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容

については、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

 

 

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成20年６月30日現在

従業員数(人)
1,088
[　519]

(注) 1.従業員数は、当行グループから当行グループ外への出向者を除き、当行グループ外から当行グループへの

出向者を含む就業人員であります。

2.従業員数は、当行グループ嘱託及び臨時従業員517人を含んでおりません。

3.臨時従業員数は、[　]内に当第1四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

 

 

(2) 当行の従業員数

平成20年６月30日現在

従業員数(人)
978

[　420]

(注) 1.従業員数は、当行から他社への出向者を除き、他社から当行への出向者を含む就業人員であります。

2.従業員数は、執行役員6名を含み、嘱託及び臨時従業員419人を含んでおりません。

3.臨時従業員数は、[　]内に当第1四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記

載しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第1四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な原油・原材料価格の高騰を背景に足

踏み状態となっています。こうした経済環境を背景に企業の景況感が後退し、設備投資について弱

い動きが見られました。また個人消費についても所得は緩やかに増加したものの、原油・原材料価

格の高騰による価格上昇が続く中で、個人消費は伸び悩みました。

当行の主要基盤である静岡県経済についても、輸出の減少が続いている中で原油・原材料高が収

益を圧迫し、企業の景況感は後退しております。

このような状況のなか当行グループの経営成績は以下のとおりとなりました。

業容面につきまして、預金は、個人向けの営業活動をきめ細かく展開し、個人預金の増加により、

前期末比328億円増加の1兆2,411億円となりました。

貸出金は、資金需要の伸び悩みから前期末比ほぼ横ばいの9,218億円となりました。

有価証券は、資産の流動性に配慮し、市場動向を見極めながら運用を行った結果、前期末比370億

円増加の2,754億円となりました。

損益につきましては、資金運用収益が57億90百万円、役務取引等収益が22億47百万円、その他業務

収益が9百万円、その他経常収益が4億94百万円となったことから、経常収益は85億41百万円となり

ました。

一方、資金調達費用が11億22百万円、役務取引等費用が15億53百万円、その他業務費用が1百万円、

営業経費が43億5百万円、その他経常費用が71百万円となったことから、経常費用は70億53百万円と

なりました。

この結果、経常利益は14億87百万円、四半期純利益は10億28百万円となりました。

 

① 事業の種類別のセグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

＜銀行業＞

　　　経常収益は70億75百万円、経常利益は14億62百万円となりました。

　　＜リース業＞

経常収益は14億66百万円、経常利益は2百万円となりました。

　＜その他の事業＞

　　　その他の事業は信用保証業務及びクレジットカード業務等であります。経常収益は5億53百万円、経

常損失23百万円となりました。

② 所在地別のセグメントについては、全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が

100％であり、記載事項はございません。
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国内・国際業務部門別収支

国内業務部門の資金運用収支は4,577百万円、役務取引等収支は685百万円、その他業務収支は

△1百万円となりました。また、国際業務部門の資金運用収支は91百万円、役務取引等収支は8百万

円、その他業務収支は9百万円となりました。

この結果、全体の資金運用収支は4,669百万円、役務取引等収支は693百万円、その他業務収支は

7百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門

相殺消去額
(△)

合計

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

資金運用収支

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

4,577 91 ― 4,669

　うち資金運用収益

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

5,657 152 △19 5,790

　うち資金調達費用

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

1,079 60 △19 1,121

役務取引等収支

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

685 8 ― 693

　うち役務取引等収益

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

2,236 11 ― 2,247

　うち役務取引等費用

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

1,550 2 ― 1,553

その他業務収支

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

△1 9 ― 7

　うちその他業務収益

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

― 9 ― 9

　うちその他業務費用

前第１四半期連結会計期
間

― ― ― ―

当第１四半期連結会計期
間

1 ― ― 1

(注)1.国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引は国際業務部門に含めております。

　　　2.資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第1四半期連結会計期間－百万円、当第1四半期連結会計期間 1

百万円）を控除しております。

　　　3.資金運用収益及び資金調達費用の相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であり

ます。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

国内業務部門の役務取引等収益は2,236百万円、役務取引等費用は1,550百万円となりました。

国際業務部門の役務取引等収益は11百万円、役務取引等費用は2百万円となりました。

この結果、全体の役務取引等収益は2,247百万円、役務取引等費用は1,553百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 2,236 11 2,247

　うち預金・貸出業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 114 ― 114

　うち為替業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 291 11 303

　うち証券関連業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 175 ― 175

　うち代理業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 13 ― 13

　うち保護預り・
貸金庫業務

前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 85 ― 85

　うち保証業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 82 ― 82

　うちリース業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 1,137 ― 1,137

役務取引等費用
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 1,550 2 1,553

　うち為替業務
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 47 2 50

(注)　国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引から各々発生した役務取引であり

ます。ただし、円建対非居住者取引から発生した役務取引は国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 1,240,050 1,133 1,241,184

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 488,180 ― 488,180

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 736,765 ― 736,765

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 15,104 1,133 16,238

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 17,450 ― 17,450

総合計
前第１四半期連結会計期間 ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 1,257,500 1,133 1,258,634

(注) １.国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居

住者取引は国際業務部門に含めております。

２.流動性預金には、当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金を、定期性預金には、定期預金、定期積金を記載

しております。
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貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

 

業種別

平成20年６月30日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 921,889 100.00

　製造業 173,837 18.86

　農業 2,974 0.32

　林業 102 0.01

　漁業 1,396 0.15

　鉱業 3,057 0.33

　建設業 63,695 6.91

　電気・ガス・熱供給・水道業 7,212 0.78

　情報通信業 3,914 0.43

　運輸業 37,496 4.07

　卸売・小売業 112,174 12.17

　金融・保険業 25,729 2.79

　不動産業 153,797 16.68

　各種サービス業 116,559 12.64

　地方公共団体 46,515 5.05

　その他 173,425 18.81

海外及び特別国際金融取引勘定分 　　　　　　― 　　　　―

　政府等 　　　　　　― 　　　　―

　金融機関 　　　　　　― 　　　　―

　その他 　　　　　　― 　　　　―

合計 921,889 　　　―

（注）国内とは、当行及び連結子会社であります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」は前期末比75億67百万円増加し

402億37百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加により328億32百万円、譲渡性預金の増加によ

り174億50百万円それぞれ増加したことにより228億56百万円の資金流入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得による支出が有価証券の売却及び償還に

よる収入を上回ったことにより149億65百万円の資金流出となりました。

　　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払等により3億30百万円の資金流出となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第1四半期連結会計期間において、当行及び当行グループの事業上及び財務上の対処すべき課題

に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

　　　該当事項はございません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 【主要な設備の状況】

当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 【設備の新設、除却等の計画】

当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,800,020

計 19,800,020

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,600,218 9,600,218
東京証券取引所
市場第一部

議決権あり

計 9,600,218 9,600,218― ―

(注)提出日現在発行数には、平成20年8月1日から報告書を提出する日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　　① 新株予約権

       平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の

とおりであります。

 第1四半期会計期間末現在
(平成20年6月30日)

株主総会の決議年月日 平成15年6月26日

新株予約権の数（個） 322

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり5,336
（注）1

新株予約権の行使期間 平成17年7月1日から
平成22年6月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価額　
1株当たり5,336
資本組入額　
1株当たり2,668

新株予約権の行使の条件 （注）2

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す
るものとする。ただし、本新株予約権はストックオ
プションを目的として発行されることならびに新
株予約権者が新株予約権の行使時の非課税措置の
適用を受け得ることを要することに鑑み、新株予約
権割当契約書において、譲渡ができないことを規定
するものとする。　

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

（注）１．新株予約権の発行後、当行が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により1株当たりの払込
金額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（ただし、新株予約権の行使および旧商法

第210条ノ2第2項第3号に定める権利の行使の場合を除く。）には、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる1円未満の端数は切り上げる。

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
1株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

２．新株予約権の行使の条件
(1)新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、当行の取締役または従業員の地
位を失った場合も権利行使することができる。ただし、就業規則により懲戒解雇、諭旨退職の制裁を
受けた場合はこの限りではない。

(2)新株予約権者が死亡した場合、相続は認めない。
(3)新株予約権の譲渡、質入れその他の処分は認めない。
(4)その他の条件は、当行と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に抵触していないこと。
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② 新株予約権付社債

     会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりで

あります。

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年12月12日発行）

 第1四半期会計期間末現在
(平成20年6月30日)

新株予約権の数（個） 5,999

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,193,356

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,027

新株予約権の行使期間 平成19年2月1日から
平成26年3月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価額　
1株当たり5,027
資本組入額　（注）1

新株予約権の行使の条件 特になし

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）2

代用払込みに関する事項 （注）3

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

新株予約権付社債の残高（百万円） 5,999

（注）1. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1項

に定めるところに従い算出される資本金等増加限度額に２分の１を乗じた額とし、計算の結果1円未満の端

数を生じたときには、当該端数は切り上げることとする。

　　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増

加する資本金等の額を減じて得た額とする。

　　　2. 会社法第254条第2項本文及び第3項本文の定めにより、社債と新株予約権のうち一方のみを譲渡することは

できない。

　　　3.　新株予約権の行使に際して出資される財産は、行使する新株予約権に係る社債とし、その価額は当該社債の

額面金額とする。

 

 (3) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年4月1日～
平成20年6月30日

－ 9,600,218 － 8,670,500 － 5,267,593

 

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握し

ておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載すること

が出来ませんので、直前の基準日である平成20年3月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式
等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式
等)

（自己保有株式）
普通株式　51,800

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　9,471,200 94,712 同上

単元未満株式 普通株式　　 77,218 ― 同上

発行済株式総数 9,600,218― ―

総株主の議決権 ― 94,712 ―

(注)1.上記の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,300株含まれて

おります。

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が23個含まれております。

　　　2.「単元未満株式」欄の普通株式には当行所有の自己株式24株が含まれております。

　　　

 

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社清水銀行

静岡県静岡市清水区
富士見町3番1号

51,800 ― 51,800 0.53

計 ― 51,800 ― 51,800 0.53

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 4,7904,8804,710

最低(円) 4,3604,2304,260

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、

資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に

準拠しております。

 

２．当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)は、四半期連結財務諸表

の作成初年度であるため、前第１四半期連結累計期間との対比は行っておりません。

 

３．当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)の四半期連結財務諸表は

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あずさ監査法人の四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

現金預け金 41,682 34,027

コールローン 69,256 40,000

買入金銭債権 1,250 1,050

商品有価証券 146 98

金銭の信託 1,204 1,201

有価証券 ※３
 275,453

※３
 238,419

貸出金 ※１
 921,889

※１
 921,961

外国為替 471 522

その他資産 10,826 34,278

有形固定資産 ※２
 32,716

※２
 33,119

無形固定資産 1,030 1,120

繰延税金資産 8,433 8,334

支払承諾見返 5,279 4,479

貸倒引当金 △14,778 △14,902

資産の部合計 1,354,862 1,303,711

負債の部

預金 1,241,184 1,208,351

譲渡性預金 17,450 －

借用金 7,091 7,143

外国為替 51 20

新株予約権付社債 5,999 5,999

その他負債 8,558 7,648

賞与引当金 1 548

退職給付引当金 2,761 2,747

役員退職慰労引当金 63 102

睡眠預金払戻損失引当金 35 38

支払承諾 5,279 4,479

負債の部合計 1,288,476 1,237,079

純資産の部

資本金 8,670 8,670

資本剰余金 5,273 5,273

利益剰余金 52,960 52,265

自己株式 △261 △259

株主資本合計 66,642 65,950

その他有価証券評価差額金 △2,942 △1,971

繰延ヘッジ損益 26 0

評価・換算差額等合計 △2,915 △1,970

少数株主持分 2,659 2,652

純資産の部合計 66,386 66,632

負債及び純資産の部合計 1,354,862 1,303,711
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(2)【四半期連結損益計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

経常収益 8,541

資金運用収益 5,790

（うち貸出金利息） 4,958

（うち有価証券利息配当金） 738

役務取引等収益 2,247

その他業務収益 9

その他経常収益 ※１
 494

経常費用 7,053

資金調達費用 1,122

（うち預金利息） 1,046

役務取引等費用 1,553

その他業務費用 1

営業経費 4,305

その他経常費用 ※２
 71

経常利益 1,487

特別利益 125

償却債権取立益 2

貸倒引当金戻入益 123

特別損失 37

固定資産処分損 37

税金等調整前四半期純利益 1,575

法人税、住民税及び事業税 13

法人税等調整額 523

少数株主利益 9

四半期純利益 1,028
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,575

減価償却費 1,282

貸倒引当金の増減額（△は減少） △123

賞与引当金の増減額（△は減少） △547

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △38

睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少） △2

資金運用収益 △5,790

資金調達費用 1,122

有価証券関係損益（△） △397

固定資産処分損益（△は益） 37

商品有価証券の純増（△）減 △48

貸出金の純増（△）減 71

預金の純増減（△） 32,832

譲渡性預金の純増減（△） 17,450

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△52

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △87

コールローン等の純増（△）減 △29,457

外国為替（資産）の純増（△）減 50

外国為替（負債）の純増減（△） 30

資金運用による収入 5,374

資金調達による支出 △715

その他 353

小計 22,935

法人税等の支払額 △78

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,856

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △56,636

有価証券の売却による収入 27,439

有価証券の償還による収入 15,136

有形固定資産の取得による支出 △977

有形固定資産の売却による収入 80

無形固定資産の取得による支出 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,965

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △326

少数株主への配当金の支払額 △2

自己株式の取得による支出 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △330

現金及び現金同等物に係る換算差額 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,567

現金及び現金同等物の期首残高 32,670

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 40,237
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第1四半期連結会計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日）

　該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１.　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。

２.　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、平成20年３月期の予想損失率を適用し

て計上しております。

３.　繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について前連結会計年度

末から大幅な変動がないと認められるため、同年

度末の検討において使用した将来の業績予測及び

タックス・プランニングの結果を適用しておりま

す。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第1四半期連結会計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日）

　該当事項はありません。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおり

であります。

破綻先債権額 4,076百万円

延滞債権額 25,591百万円

３ヵ月以上延滞債権額 111百万円

貸出条件緩和債権額 3,246百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおり

であります。

破綻先債権額 4,178百万円

延滞債権額 26,910百万円

３ヵ月以上延滞債権額 117百万円

貸出条件緩和債権額 3,272百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　34,008百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　34,313百万円

※３．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対す

る保証債務の額は4,300百万円であります。

※３．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対す

る保証債務の額は5,000百万円であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

※１．その他経常収益には、株式等売却益466百万円を含

んでおります。

※２．その他経常費用には、株式等償却69百万円を含ん

でおります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成20年６月30日現在

現金預け金勘定 41,682

預け金（日銀預け金を除く） 　△1,444

現金及び現金同等物 40,237
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(株主資本等関係)

　当第1四半期連結会計期間末（平成20年6月30日）及び当第1四半期連結累計期間（自　平成20年4月1日

　至　平成20年6月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：株)

 当第１四半期連結会計期間末株式数

発行済株式  

　普通株式 9,600,218

合計 9,600,218

自己株式  

　普通株式 52,389

合計 52,389

 

２．新株予約権等に関する事項
 

区分
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的
となる株式の数

(株)

当第１四半期
連結会計期間末残高

(百万円)

当行 普通株式 1,225,556　　　 ―――

連結子会社 ――――― ―――　　　　　　　　

合計 ―――――    ―――

 

３．配当に関する事項
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25
日
定時株主総会

普通株式 334 35平成20年３月31日平成20年６月26日利益剰余金

 

基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

 

 
銀行業
(百万円)

リース業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益       

　(1) 外部顧客に対する
　　　経常収益

7,026 1,333 182 8,541 － 8,541

　(2) セグメント間の内部
　　　経常収益

49 133 371 554 （554） －

計 7,075 1,466 553 9,095（554） 8,541

経常利益(△は経常損失) 1,462 2 △23 1,441 45　 1,487

(注)1.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

2.各事業の主な内容は次のとおりであります。

（1）銀行業　　　　・・・銀行業

（2）リース業　　　・・・リース業

（3）その他の事業　・・・信用保証業務、クレジットカード業務等

 

 

【所在地別セグメント情報】

　　　当第1四半期連結累計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日）

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が100％であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

 

 

 

【国際業務経常収益】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しており

ます。
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(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成20年6月30日）

　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認

められるものは、次のとおりであります。

 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年６月30日現在)

 

 
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 － － －

地方債 － － －

社債 － － －

その他 16,000 13,659 △2,340

合計 16,000 13,659 △2,340

(注)　時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成20年６月30日現在)

 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額(百万円)

株式 15,812 15,846 34

債券 238,299 234,050 △4,248

　国債 150,661 147,257 △3,404

　地方債 10,081 10,083 2

　社債 77,556 76,710 △846

その他 4,290 3,722 △567

合計 258,401 253,620 △4,781

(注)　四半期連結貸借対照表計上額は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

計上したものであります。
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(金銭の信託関係)

　当第1四半期連結会計期間末（平成20年6月30日）

　金銭の信託の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

　当第1四半期連結会計期間末（平成20年6月30日）

　　　　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度と比較して著しい変動が

ありません。

 

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１．ストック・オプションにかかる当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　該当事項はありません。

 

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

 

  
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 円 6,674.49 6,700.61

（注）1株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　純資産の部合計額（百万円） 　　　66,386 66,632

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 2,659 2,652

　　（うち少数株主持分） 2,659 2,652

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 63,726 63,980

　1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数（千株）

9,547 9,548

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

 

  
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 円 107.71

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

円 95.88

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のと

おりであります。

  
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額  

　四半期純利益 百万円 1,028

　普通株主に帰属しない金額 百万円 －

　普通株式に係る四半期純利益 百万円 1,028

　普通株式の期中平均株式数 千株 9,548

  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

　四半期純利益調整額 百万円 1

　　うち支払利息(税額相当額控除後) 百万円 0

　うち事務手数料等(税額相当額控除後) 百万円 0

　普通株式増加数 千株 1,193
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希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含め
なかった潜在株式で、前連結会計年度末から
重要な変動があったものの概要

 

①自己株式取得方式によるストック・オプション
　　　27,000株
（定時株主総会の決議日）

　　　平成13年6月26日
②新株予約権322個
（定時株主総会の決議日）
上記①、②については、期中平均株価が行使価格を下
回っている為、希薄化効果を有しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

　　　該当事項はありません。 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
平成20年8月13日

株式会社　清 水 銀 行

取 締 役 会  御 中

 

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 山　下　和　俊　㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 今　野　利　明　㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐　藤　孝　夫　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲

げられている株式会社清水銀行の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計

年度の第1四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年6月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に

準拠して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に

関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国

において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式

会社清水銀行及び連結子会社の平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以　　上
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（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当行（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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